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当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益は改善に足踏みが見られますが、設
備投資や雇用情勢の改善が継続するなど緩やかな回復基調で推移しました。

4



世界経済(連結対象期間１－12月)につきましては、米国の保護主義的な政策の影響や
EU諸国の政治動向などが懸念されるなか、米国では個人消費や設備投資が増加する
など良好に推移しました。
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また、欧州では失業率の低下や個人消費の増加傾向が続くなど景気は緩やかに回復
しました。一方、中国では緩やかな減速が見られました。
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このような状況下で当連結会計年度の営業成績は、

売上高は7,121億11百万円

（前期比348億18百万円増）、

営業利益は216億85百万円

（前期比15億55百万円減）、

経常利益は253億58百万円

（前期比７億74百万円増）、

親会社株主に帰属する当期純利益は

153億79百万円

（前期比18億54百万円減）

となり、期末配当金は1株につき4円といたしました。
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水産事業につきましては、漁撈事業、養殖事業、加工・商事事業を営んでおり、

売上高は2,899億91百万円

（前期比61億32百万円増）となり、

営業利益は102億92百万円

（前期比７億32百万円減）となりました。
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漁撈事業では、

日本において、かつおやさばなどの漁獲が好調だったことにより増収・増益となりました。

南米において、価格の高い魚の漁獲増や販売価格の上昇もあり増収・増益となりました。

養殖事業では、

日本において、夏場でも品質の良い「若ぶり」の販売尾数の増加や販売価格の上昇があ
りましたが、まぐろの販売価格低迷に加え赤潮被害の影響や、鮭鱒(さけます)の生産コス
トの上昇などもあり減収・減益となりました。
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南米において、鮭鱒(さけます)は、前年の稚魚の斃死(へいし)の影響により販売数量が
大幅に減少しましたが、生産コストの低減に努め、減益幅を抑えることができました。

加工・商事事業では、

日本において、すりみや飼料油飼の販売は好調に推移したものの、えびの販売価格下
落や鮭鱒の仕入価格上昇などにより増収・減益となりました。
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北米において、かにの取扱量の減少による減収もありましたが、すりみや助子の販売価
格上昇や労務コスト削減効果もあり増益となりました。

ヨーロッパにおいて、販売エリアの拡大など順調に推移したことにより増収・増益となりま
した。
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食品事業につきましては、加工事業およびチルド事業を営んでおり、

売上高は3,423億28百万円

（前期比170億67百万円増）となり、

営業利益は119億６百万円

（前期比10億11百万円減）となりました。
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加工事業では、

日本において、冷凍食品の米飯や野菜、練り製品を中心に販売が伸長しましたが、すり
みなど原料価格の上昇もあり増収・減益となりました。

北米において、家庭用冷凍食品のコスト削減効果がありましたが、業務用冷凍食品の
生産性悪化などがあり減収・減益となりました。
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ヨーロッパにおいて、生産体制の整備が進み、魚を中心とした惣菜商品の販売が好調
に推移し増収となりましたが、原料価格の上昇などにより減益となりました。

チルド事業では、

日本において、コンビニエンスストア業界の再編による供給店舗の増加に加え、おにぎ
り・弁当・麺類の販売が伸長したことにより増収となりましたが、新工場の竣工に伴う減価
償却費や立ち上げ費用が発生し減益となりました。
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ファイン事業につきましては、医薬原料、機能性原料、機能性食品、および医薬品、診断
薬などの生産・販売を行っており、

売上高は265億13百万円

（前期比６億49百万円増）となり、

営業利益は26億12百万円（前期比67百万円増）となりました。
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医薬原料、機能性原料、機能性食品については、乳児用粉ミルクに添加するDHAなど
の機能性原料の販売が国内外とも堅調に推移したことに加え、特定保健用食品「イマ
ークＳ」など通信販売の広告宣伝費削減もあり増収・増益となりました。

臨床診断薬、産業検査薬、医薬品については、診断薬事業の販売が好調に推移し増
収となりましたが、化粧品事業の売却の影響などにより減益となりました。



物流事業につきましては、冷蔵倉庫事業、配送事業、通関事業を営んでおり、

労務費や電力料などのコストが増加しましたが、営業再開した冷蔵庫の影響や既存冷
蔵庫の在庫量が堅調に推移し増収・増益となりましたので、

売上高は166億63百万円

（前期比３億２百万円増）となり、

営業利益は19億90百万円

（前期比59百万円増）となりました。
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中期経営計画「MVIP+(プラス)2020」の初年度である2018年度は概ね計画通りに推移
しました。

2019年度は不透明な経営環境が続くことが予想されますが、2018年度に続き養殖では
規模の拡大や養殖成績の安定化に取組み、また、ライフスタイルの変化への対応とし
て、魚をはじめとする素材の美味しさを引き出し、「簡単・便利」「即食」「健康」などに配
慮した高品質な商品群を拡大・強化してまいります。

CSR活動では「豊かな海を守る活動」「健康経営」など更に強化し、「MVIP+(プラス)

2020」が目指す姿の実現に向けた取組みを進めてまいります。
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当社は、「水産資源の持続的利用と地球環境の保全に配慮し、水産物をはじめとした
資源から、多様な価値を創造し続け、世界の人々のいきいきとした生活と希望ある未来
に貢献する。」ということを経営の基本方針としており、これを実現するため、2016年に「
CSR行動宣言」を制定しました。
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この方針と宣言に基づき、中期経営計画では、独自の技術を活かし、持続可能な水産
資源から世界の人々に健康をお届けしてまいります。
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中期経営計画「MVIP+(プラス)2020」における最終年度の目標とする姿は、

売上高 7,560億円

営業利益 290億円

経常利益 320億円

当期純利益 220億円

ROA 4.5%

であり、2019年度はその目標達成に向け着実に進めてまいります。
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当期末の総資産は、

4,779億13百万円であり、

(477,913百万円）

前期比約43億円減少いたしました。

総負債は、3,117億54百万円と

(311,754百万円）

前期比約133億円減少いたしました。

純資産は、1,661億58百万円であり、

(166,158百万円）

前期比約90億円増加いたしました。
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